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導入促進基本計画 

 

 

１ 先端設備等の導入の促進の目標 

（１）地域の人口構造、産業構造及び中小企業者の実態等 

2020（令和２）年国勢調査において本市の人口は25,513人で、国立社会保障・

人口問題研究所が行った「日本の地域別将来推計人口」によると、2040（令和22）

年には18,820人まで減少すると推計されている。生産年齢人口の減少とともに、

当地域の有効求人倍率は、平成28年９月から１倍を超えて推移し、企業において

労働力不足が課題となっている。このような状況が続けば、市内事業者の持続化

が困難となり、市内経済を支える産業基盤の崩壊により、市内全体の活力が失わ

れかねない状況である。 

 

 

 

(RESAS 国立社会保障・人口問題研究所「日本の地域別将来推計人口」に基づきまち・ひと・しごと創生本部作成) 

 

産業構造について、従業者数を見ると製造業が 33.4％であり、全国における製造

業の割合の約２倍となっており、製造業に従事している割合が高い地域になってい

る。次に卸売業、小売業 18.1％、医療、福祉 13.3％と続いている。 

 

 



 
 

(RESAS 総務省「2016 年経済センサス－基礎調査」再編加工、総務省・経済産業省「経済センサス－活動調査」再編加工) 

 

売上高については、2016 年の経済センサスから見ると、製造業が 103,632.0 百万

円で全産業の 47.2％を占める。次に卸売業、小売業が 77,842.0 百万円(35.4％)と続

いている。 

 

 

(RESAS 総務省・経済産業省「平成 28年経済センサス－活動調査」再編加工) 



 

労働生産性については、2016（平成 28）年の経済センサスによると、全国平均が

5,449 千円/人に対し、岩手県平均は 3,659 千円/人、本市の平均は 4,293 千円/人で

ある。 

 

本市に立地する企業のほとんどは中小、小規模の事業者であるが、当市において、

従業者数、売上高、両者において高い割合を占める製造業のみならず、すべての産

業において、人口減少に伴う人手不足が問題となっていることから、生産性を抜本

的に向上させ、労働生産性の向上を図り、事業の継続・拡大を促進させる必要があ

る。 

 

（２）目標 

本導入促進基本計画は、中小企業等の経営強化に関する基本方針に沿って労働

生産性を向上させようとする企業の先端設備等導入計画を認定し、設備投資を促

進させるものである。 

  このことにより、地域の経済的な基盤を強化し、人口減少社会においても活力

のあるまちを実現しようとするものである。 

そのため、中小企業等経営強化法第49条第１項の規定に基づく導入促進基本計

画を策定し、中小企業者の先端設備等の導入を促すことで、本市の経済成長と発

展を図る。本市においては、計画期間中に３件程度の先端設備等導入計画の認定

を目標とする。 

 

 

（３）労働生産性に関する目標 

先端設備等導入計画を認定した事業者の労働生産性（中小企業等の経営強化に

関する基本方針に定めるものをいう。）が年率３％以上向上することを目標とす

る。 

 

 

２ 先端設備等の種類 

本市内にある産業は、製造業、建設業、農林水産業、サービス業等と多岐に渡っ

ており、この多様な業種が本市の経済・雇用を支えているため、これらの産業で多

様な設備投資を支援し、広く事業者の生産性向上を実現する必要がある。 

このため、本計画における対象設備は、中小企業等経営強化法施行規則第７条第

１項に定める先端設備等全てとする。 

 ただし、市内に所在する事業所等（雇用者が常駐するものに限る。）がなく、売

電を目的として設置する太陽光発電設備は、本計画の目標にそぐわず、本市の雇用

の創出が見込まれないため、対象外とする。 

 



 

３ 先端設備等の導入の促進の内容に関する事項 

（１）対象地域 

本市の地形は、馬淵川及び安比川沿いに河岸段丘が形成され、市街地がそれに

沿って細長く形成されている。そのため、市内事業所は広範に渡っており、これ

らの地域で、広く事業者の雇用の確保や生産性向上を実現する観点から、本計画

の対象区域は、市内全域とする。 

 

（２）対象業種・事業 

市内産業の内訳は、製造業、建設業、農林水産業、サービス業等と多岐に渡り、

多様な業種が本市の経済、雇用を支えているため、これら全ての産業で広く事業

者の生産性向上を実現する必要があることから、本計画において対象とする業種

は、全業種とする。さらに、人口減少などによって企業間競争は加速しており、

新製品の開発や技術革新、生産性向上への取組意識が高まっている。 

  このため、事業者には、業務効率化や省エネの推進、品質・価値の向上、生産

設備の能力向上など、多種多様な取組によって、競争力を強化し、経営基盤を強

くすることが求められている。 

したがって、本計画においては、労働生産性が年率３％以上に資すると見込ま

れる事業であれば、幅広く対象とする。 

 

４ 計画期間 

（１）導入促進基本計画の計画期間 

令和５年 10月 22日から令和７年 10月 21日までの２年間とする。 

 

（２）先端設備等導入計画の計画期間 

３年間、４年間又は５年間とする。 

 

 

５ 先端設備等の導入の促進に当たって配慮すべき事項 

雇用の安定確保を前提に、生産性の向上を後押しする観点から、導入前よりも人

員が削減される先端設備等導入計画は、認定しない。 

 また、健全な地域経済の発展と納税の円滑化及び公平性に配慮し、申請者に公序

良俗に反する取組みや反社会的勢力との関係が認められる場合、又は市税の滞納が

ある場合には、計画を認定しない。 


